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上 記 審 査 請 求 人 か ら 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 １ ４ 日 付 け で 提 起 の あ う た 生 活 保 護 法

（ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 １ ４ ４ 号 。/ 以 下 「 法 」 と い う 。） 第 ２ ４ 条 第 ５ 項 で 準 用 す

る 同 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く 生 活 保 護 変 更 決 定 処 分 及 び 平 成 ２ ３ 年･3 月1! 日 付
、　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　¶　　　　　　ａ　｜　　。け で 提 起 の あ づ た 法 第 ６ ３ 条 の 規 定 に 基 づ く 費 用 返 還 決 定 処 分 に 係 る 審 査 請 求

に づ い て は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 昭 和 ３ ７ 年 法 律 第 １ ６ ０ 号 ） 第 ３ ６ 条 の 規 定 に

よ り 併 合 し 、 次 の と お り 裁 決 す る 。　　　　　　　　　 ミ　　　　　 ト

・　　ン　　　　　　∧　　主 ＼ 文　　　　　レ

処分庁が、平成２３年１月２４日付けで行った保護変更決定処分及び平成２
３年１月７日付けで行った法第６３条の規定に基づく費用返還決定処分につい
ては、いずれもこれを取り消す。　卜　　　　　　　　　ヶ

'wi, ･ - r －
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。　　　　　　　　　　　　理　　由　　　く　　　　　　　　　▽

審査請求の趣旨及び審査請求人の主張　　 十
審査請求の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　　　 丶　　　　　　　･I　･
審査請求人（以下「請求人」という。）は、処分庁が請求人に対して行

った、平成２３年･･1月ﾉ２４日付け生活保護変更決定処分（以下「本件処分
ｌ ｊ という。」及び平成２３年１月７日付け法第６３条に基づく費用返還
決定処分/（以下 こ「本件処分２」という。）について不服があるとし、その
取消しを求めて本件審査請求を提起したものである。　　　　　＼

２　請求人の主張　　　　　　　　　 、　 ＼　　　　　　　　　 Ｊ
･審査請求書等によると、請求人は次の理由から本件処分１及び本件処分
２は不当であると主張する。　　　　　　　卜

（１） 本件処分１について　　　　　　　　 ／
卜 平成１９年７月から特別障害者手当（特別児童扶養手当等の支給に関
する法律（昭和３９年 ７月２日法律第１３４号）第２６条の２に規定す

＼　る手当をい う。､以下同じ。）が:支給されたにも関わらず重度障害者加算､（生
活保護法による保護の基準（昭和３８年４月１日厚生省告示第１５８号）
別表第１め第２章の２の（３）に規定する加算をい う。＼以下同･じ。）を認
定しなかったのは、処分庁のミスである。　　 ／

二　よって、平成１ぎ年７月に遡及して重度障害者加算を認定すべきである。

（２） 本件処分２について
① 請求人が、平成１９年６月に特別障害者手当の申請を行う際、障害福:
祉担当職員、保護担当職員から「このお金は保護には関係なく受給でき
る」との説明･を受けていた。　　　卜
特別障害者手当の受給を知っていながら収入認定しなかったのは行政

のミスである。よ　　　　　　　　　　　　▽

② 平成１９年７月から平成２１年７月までの特別障害者手当は生活費に
費消されており、法６ ３条による月5,  0  0 0 円め分割返還をもとめる
ことは、生活保護基準を下回る生活を強いることとなり、生活保護法の
主旨にそぐわない。　　　　　　　　　 ＼

第 ２

１
処分庁の弁明の趣旨及び主張
処分庁の弁明の趣旨
「本件審査請求をいずれも棄却する。」との裁決を求める。
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２　処分庁の主張
（１） 本件処分１について

請求人にかかる特別障害者手当の収入認定を開始した際に重度障害
者加算を認定しなかったのは、行政庁の初歩的なミスと指摘されても
仕方ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　卜
しかしながら、扶助費の遡及支給の限度については、生活保護問答

レ　集に､ついて（平成２１年３月３１日　厚生労働省社会・援護局保護課
長事務連絡。以下、「生活保護問答集」という。）の問13  -  2におい

二 て、「最低生活費の遡及変更は２か月程度（発見月及びその前月分まで）」
と規定されており、本件処分はこれに基づいたものであり適切である。

（２） 本件処分２について　 ヶ　　 上　　　　　　　　　　　　　　　卜
① 「このお゙金は保護には関係なく受給できる」との説明は、受給して’
も収入認定を行わないという意味でなく、他法他施策活用から受給を
勧めたものであるj　　卜　 こ　　　　　　　　　　　犬　　　　　　厂
収入申告書は、担当者 が代筆し･ていたが、恩給、年金等による収入

欄は未記入で、申告の意思があったか不明である。請求人が申告の義
務を果たしたとは言い切れない。ぐ　　　　　二

② 請求人には、加算が支給されており、一月５，０ ０ ０円返還しても直
ちに最低生活を脅かすもめではない。　　　　　　　　　ダ

第３　審査庁の認定事実及び判断
１　認定事実 ／　　　　 ケ　　　　　　　　．　 ‥　　 ▽　　　　　　 、．
二（1）請求人は、昭和61 年８月１日に生活保護の受給を開始し、現在も継
‥　 続して受給している6 ニニ　　　　　　△　　　 ＼

(2) 請求人は、平成１９年７月から特別障害者手当の受給を開始し･たが、
処分庁は平成２１年8.1月まで収入認定を行わなかった。
未認定額は、平成19 年度１ ５ 8,  6  4  C 円、平成20年 度３ １ ７， ２８０ 

円、平成21 年度１０‘5,  7  6  0 円の計５ ８ １ 、６ ８０円である。

（3）請求人から平成２２年５月３１日に提出された収入申告書に特別障害
者手当を受給している旨の記載がある。　 ＼　　　 ニ　　ト

（4）処分庁が作成した誚求人に係るケース記録によると、平成！ ９年６月
１日の記録に「特別障害者手当の申請　 （１級）」、平成２ １ 年８月２０
日め記録に「特別障害者手当受給判明　:Ｈ １ ９．７より受給している:」、
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平成 ２１年９月１８日の訪問時の記録に、「特別障害者手当認定漏の件
に関Iして局１０－２－（８）、法第５６条により、H  2 1 。 ８月分は１
０月以降の返納金収入充:当にし、法第６３条返還金にかけないようする
旨伝える」と記載されている。　　　　　　　 卜　 丶、
また、処分庁が作成した「生活保護法第６ ３条費用返還適用調書」に、
「Ｈ２ 1 . 8.  2  0　 特別障害者手当認定漏れを担当のケースワーカー
が気づくしも当時の上司､の指示によりI法第６３条返還金起案せず。」こと記
載されている･。　　　 十　　　　　　　　　 。･　　　　ト　　 ノ　　 ∧

(5)'処分庁は、平成２２年１２月１４卩の会計検査院による実地検査の際、
未認定の特別障害者手当に担当する保護費について法６３条を適用すべ
十きであったこと、重度障害者加算を認定すべきであったことを認識した。

（6）処分庁は、未認定額に相当する保護費の法６３条による返還及び平成
２２年1 /1 月に遡及して重度障害者加算を認定することを決定し、それ
ぞれ、平成２３年１月７日付け、平成２３年↓ 月２４日付けで請求人に
通知した。　　　　　　　　　　　　　　　＞　　　　　　　　　　十

２　 判 断　　　　　　　　　　 ／　　　　　　　　　 ダ　　　　　　　　　･･

（ １ ） 本 件 処 分 １ に つ い て　　　　　　 ＼

本 件 に お い て 、 請 求 人 が 平 成 １ ９ 年 ７ 月 に 重 度 障 害 者 加 算 の 支 給 要

件 に 該 当･ し て い た こ と に つ い て は 両 者 め 争 い が な い こ と か ら 、 こ れ に

基 づ き 裁 決 を 行 う こ と と す る 。　　　 ▽

処 分 庁 が 主 張 す る と お り 、 生 活 保= 護 問 答 集 問 １ ３ － ２ に お い て 、 「－

旦 決 定 さ れ た 行 政 処 分 を い つ ま で も 不 確 定 に し て お く こ と は 妥 当 で な

い の で 、 最 低 生 活 費 の 遡 及 変 更 は ２ か 月 發 度 （ 発 見 月 及 び そ の 前 月 分

ま で ） と 考 え る べ き で あ ろ う 。」 と 規 定 さ れ て い る 。 二　　 ∧

一 方 、 法 第 ２ ５ 条 第 ２ 項 は 、 「保 護 の 実 施 機 関 は 、 常 に 、 被 保 護 者 の

生 活 実 態 を 調 査 し 、 保 護 の 変 更 を 必 要 と す る と 詔 め る と き は 、･ す み や

か に 、 職 権 を も っ て そ の 決 定 を 行 い 、 書 面 を も っ て 、 こ れ を 被 保 護 者
・　　　・　　　　　　　　　　　　　¶　　　・　　　　　　　　■･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１に 通 知 し な け れ ば な ら な い 。 （ 以 下 略 ）」/ と 規 定 し 、 保 護 の 実 施 機 関 に

／　 保 護 の 変 更 を 必 要 と す る 場 合 の す み や か な 決 定 を 義 務 づ け て い る 。

上 記 、 生 活 保 護 問 答 集 問13-2 で は 、「 一 旦 決 定 さ れ た 行 政 処 分 」

∧ と あ り 、 こ の 法 第 ２ ５ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 義 務 に 従 い す み や か に 行 政

Ｔ 処 分 が 行 わ れ る こ と を 当 然 の 前 提 に し て い る も の と 認 め ら れ る 。 卜

さ て 、 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２ 年 １ ２ 月 の 会 見 検 査 院 実 地 検 査 の ＼際 に 重

度 障 害 者 加 算 の 未 認 定 を 認 識 し 、 生 活 保 護 問 答 集 問 １ ３ － ２ に よ り 「 発

見 月 及 び そ･? 」前 月 分 ま で 」’ 遡 及 し て 認 定 す る こ と を 決 定 し た と 主 張 し
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ている。
二しかし、それ以前にも、平成１９年６月１日･X）記録に特別障害者手
当粂申請した七と、平成２１年８月２０日の記録に特別障害者手当を
受給していること、さらに、平成２２年５月3 1 日ヽに提出された収入
申告書に特別障害者手当を受給しているという主旨の記載がされてお
り、処分庁が「保護の変更を必要とすると認め」法第２５条第２項に
従い保護め変更決定を行うべき機会は少なくとも３回はあったと認め
られる。フ　　　　ト　　　　　　　　　　　　　ト　　　　　　　　　’
した/がって、処分庁がいずれの機会にも認定に必要な手続をせずに
放置し、重度障害者加算の認定を行わなかったことは、法第２５条第
２項の規定に反する違法な行為であったと言わざるを得ない。卜
本件処分1 ･は、生活保護欄答集問13-2 を機械的に適用し、処分

庁による前記め違法な行為により生じた、受けられるべき加算を長期･
間受給できないとい､う不利益を請求人に ）々み負わせるもの變あり不適
切である。ト　　　　 ト　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　ド

（２） 本件処分２について　／　　　　＼
≒　　特別障害者手当等、６かJﾓl以内め期間ごとに支給される年金又は手

当については、実際の受給額を原則として受給月から次回の受給月の
／　　・　１　　　　　　　　　　　　　　　　－前月までの各月に分割して収入認定するこ£とされている。本件では、

請求人が受給を開始した平成１９年７月分の特別障害者手当を同年１
０月に収入認定し√以降継続して認定すべきﾚでありたが、処分庁がこ
れをおこたったため、平成１９年７月分から平成２１年４月分までの
特別樟害者手当、5  8 1,  6  8 0 円が未認定となってしまったもので
あるｊ．　　。　　　　　　　　　　　　ト　　　　　　　　　　ト
∧処分庁は、特別障害者手当の受･給を認識した平成２１年８月２０日
に、すみやかに法6 3 ’条を適用し、未認定額に相当すﾉる保護費の返還
を求めるべきであった。しかし、認定事実（4）のとおり「法第６３条
返還金起案せず」と処分庁が決定じ、匸請求人に対し√「法第６≒3条返遮
金にかけない」との行政指導を行った。上記行政指導は、法の解釈を
誤ったもので、取り消される４ きものであり、平成２ ３年１月’7日付
け「生活保護返還金決定通知書」により、処分庁により取り消された一
ものと解される。
瑕疵ある行政指導が取り消しうるものであるか否かは、当該行政指
導を取り消すべき公益上め必要性と指導の相手方の信頼保護の必要性
とを比較衡量し、取り消すべき公益上め必要性が関係者の信頼をくつ
がえしてもやむを得ないほどのもめである場合にはじめて取消しが認
められるものと解すべきである。そして、その比較衡量に当たっては、
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取消しが行われる時期、:取消しにより失われる利益等の具体的事情か
ら判断される取消しにより生じる相手方の不利益、レ取消しによる不利
益の緩和措置や代償措置の有無、当該指導の違法や程度のI内容、当該
指導の違法状態が､存続すること･により､第三者にヽ与える影響を具体的yに
考慮すべきであり、また、違法状I態が発生することについて相手方自
身の行為が関与しているか否かも考慮の要素となるものと考えられる。
ここれを本件についてみると、｡‘卜瑕疵ある行政指導を取消し、法に従っ
た正当な処分を行うことの必要性はもとより大きいが、取消しが行政
指導から！年以上経て行われたこと、本来、特別障害者手当の認定と
同時に行われるべき重度障害者加算が認定されていないこと、未認定
の特別障害者手当全額の返還を求めることは請求人に著しい不利益を
強いること、誤った･指導が行われるに当たって請求人には何ら責任が'
無いこと等から、当該指導を取り消す本件処分２は妥当性を欠き、信
義則に反する違法な処分と認めちれる。　　　　　　　　 ＼　　卜
なお、請求人の主張(2)の②については、以上･のことかち検討するま

でもない。　　　　　　　　　　　　　　 卜 卜　　　　　　　 ∧　　卜

第４　結論卜　　　　　　　　　･･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 厂
以上のとおり、本件審査請求にはいずれも理由がある。よって、行政不

＼服審査法第４０条第３項の規定に基づき、主文のとおり裁決する。
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、こ の 裁 決 に 不 服 が あ る 場 合 に は 、 こ の 裁 決 書 が 到 着 し た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し

X  3  0  0 以 内 に 厚 生 労 働 大 臣 に 対 し 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き ま す （ な お 、

裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 め 翌 日 か ら 起 算 し て ３ ０ 日 以 内 で あ っ て も 、 裁 決

が.･あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 す る と 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き

な く な り ま す ．）．　　　　 レ　　 ト　 ’　　　　 犬　　 づ

ま た 、 こ の 裁 決 に つ い て は 、 こ の 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起

算 し て ６ か 月 以 内l と 、 こ の 裁 決 め 前 偉: と な る 決 定 膏 し た
㎜ を 被 告 と し て （訴

訟 に お い て ㎜ を 代 毒 す る 者 は ㎜ 長 と な り ま す ．） 決 定 の 取 消 し の1 泝 え

を
、 あ る い は 大 分 県 を 被 告 と し て （ 訴 訟 に お い て 大 分 県 を 代 表 す る 者 は 大 分 県

知 事 と な り ま ず6 ） こ の 裁 決 の 取 消 し の 訴 え を 提 起 す る こ と が で き ま す （ な お 、

裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日･め 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 ヤ あ っ て も 、 裁 決

■　■　　・　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜　　　Ｉが あ
９ た 日（X:?翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 す る と 決 定 及 び 裁 決 の 取 消 し の 訴 え

を す る こ と が で き な く な り ま す ．）．．　　　　　　　　　　　　　　 卜　　　 十 ．

平成２３年６月２０日｡

審査庁 大分県知事 広　瀬＼勝


